
別紙　認容額等一覧表

原告番号 認容額等 担保額 原告番号 認容額等 担保額 原告番号 認容額等 担保額
1 29万円

0000
27万円
0000

47 75万円
0000

68万円
0000

94 29万円
0000

27万円
00002 25万円

0000
23万円
0000

48 75万円
0000

68万円
0000

95 29万円
0000

27万円
00003 棄却 49 棄却 96 棄却

4 51万円
0000

46万円
0000

50 29万円
0000

27万円
0000

97 棄却

5 51万円
0000

46万円
0000

51 29万円
0000

27万円
0000

98 棄却

6 棄却 52 棄却 99 棄却

7 棄却 53 18万円
0000

17万円
0000

100 棄却

8 18万円
0000

17万円
0000

54 18万円
0000

17万円
0000

101 棄却

9 29万円
0000

27万円
0000

55 51万円
0000

46万円
0000

102 棄却

10 29万円
0000

27万円
0000

56 7万円
0000

7万円
0000

103 棄却

11 29万円
0000

27万円
0000

57 7万円
0000

7万円
0000

104 棄却

12 29万円
0000

27万円
0000

59 18万円
0000

17万円
0000

105 棄却

13 29万円
0000

27万円
0000

60 18万円
0000

17万円
0000

106 棄却

14 29万円
0000

27万円
0000

61 18万円
0000

17万円
0000

107 棄却

15 51万円
0000

46万円
0000

62 棄却 108 棄却

16 棄却 63 棄却 109 棄却

17 73万円
0000

66万円
0000

64 棄却 110 棄却

18 29万円
0000

27万円
0000

65 棄却 111 棄却

19 棄却 66 棄却 112 棄却

20 棄却 67 棄却 113 棄却

21 棄却 68 棄却 114 130万円
0000

117万円
000022 棄却 69 棄却 115 350万円

0000
315万円
000023 77万円

0000
70万円
0000

70 88万円
0000

80万円
0000

116 棄却

24 77万円
0000

70万円
0000

71 棄却 117 棄却

25 102万円
0000

92万円
0000

73 120万円
0000

108万円
0000

118 棄却

27 51万円
0000

46万円
0000

74 128万円
0000

116万円
0000

119 330万円
0000

297万円
000028 29万円

0000
27万円
0000

75 128万円
0000

116万円
0000

120 163万円
0000

147万円
000029 29万円

0000
27万円
0000

76 77万円
0000

70万円
0000

121 棄却

30 7万円
0000

7万円
0000

77 77万円
0000

70万円
0000

122 棄却

31 29万円
0000

27万円
0000

78 棄却 123 121万円
0000

109万円
000032 29万円

0000
27万円
0000

79 108万円
0000

98万円
0000

124 棄却

33 29万円
0000

27万円
0000

80 棄却 125 棄却

34 棄却 81 29万円
0000

27万円
0000

126 51万円
0000

46万円
000035 棄却 82 29万円

0000
27万円
0000

127 29万円
0000

27万円
000036 29万円

0000
27万円
0000

83 29万円
0000

27万円
0000

128 29万円
0000

27万円
000037 51万円

0000
46万円
0000

84 29万円
0000

27万円
0000

129 棄却

38 棄却 85 棄却 130 棄却

39 棄却 86 棄却 131 棄却

40 棄却 87 棄却 132 棄却

41 棄却 88 棄却 133 棄却

42 棄却 89 棄却 134 棄却

43 棄却 90 棄却 135 77万円
0000

70万円
000044 棄却 91 棄却 136 77万円

0000
70万円
000045 棄却 92 棄却 137 棄却

46 棄却 93 195万円
0000

176万円
0000

※原告番号２６は，本件訴訟係属後に死亡し，原告番号２５が訴訟を承継した。

※原告番号５８は，本件訴訟係属後に死亡し，原告番号５９が訴訟を承継した。

※原告番号７２は，本件訴訟係属後に死亡し，原告番号７１が訴訟を承継した。
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（別紙）　　　　用　語　集

用　　語 用語の定義，意味，解説等
アスペリティ・モデル プレート境界面が密着固定されてすべりに

くい固着域を「アスペリティ」といい，プ
レート境界において固着の弱い部分と強い
部分が存在し，アスペリティの分布や面積
等によって地震の態様に特徴があるという
モデル

安全設計審査指針 各改正を含む安全設計審査指針の総称

溢水勉強会 ＪＮＥＳと保安院が，平成１６年のスマト
ラ沖津波の際，インドのマドラス原発にお
いて非常用海水ポンプが浸水し，運転不能
となったことや，平成１７年８月の宮城県
沖の地震において女川原発で設計基準を超
える揺れが発生したことを受けて，平成１
８年１月に設置し，平成１９年３月までの
間に合計１０回開催された集まり。

屋内退避区域 被告国が，原災法に基づき，平成２３年３
月１１日に各地方公共団体の長に対し，住
民の屋内退避を指示した区域（本件原発か
ら半径１０ｋｍ圏内の区域）。この区域の
範囲は，同月１３日に半径２０ｋｍ以上３
０ｋｍ圏内に拡張された。

女川原発 東北電力女川原子力発電所
柏崎刈羽原発 被告東電柏崎刈羽原子力発電所
帰還困難区域 長期間，具体的には５年間を経過してもな

お，年間積算線量が２０ｍＳｖを下回らな
いおそれのある，年間積算線量が５０ｍＳ
ｖ超の地域

技術基準 発電用原子力設備に関する技術基準
基準地震動 原子力発電所の耐震設計の基準として，施

設を使用している間に極めてまれではある
が発生する可能性があり，施設に大きな影
響を与えるおそれがあると想定することが
適切な地震動をいう。
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基準地震動Ｓｓ 解放基盤表面（基準地震動を策定するため
に，基盤面上の表層や構造物がないものと
して仮想的に設計する自由表面であって，
著しい高低差がなく，ほぼ水平で相当な拡
がりをもって想定される基盤の表面）にお
ける設計用の基準地震動。ここにいう「基
盤」とは，概ねせん断波速度Ｖｓ＝７００
ｍ／ｓ以上で硬質地盤であって，著しい風
化を受けていないものとされている。昭和
５３年耐震設計審査指針においては，基準
地震動について，施設の建物，構築物及び
機器・配管系の重要度に相応し，地震動Ｓ
１（設計用最強地震）及び地震動Ｓ２（設
計用限界地震）の２種類を策定することと
していたものを基準地震動Ｓｓとして統合
した。なお，新耐震指針においては，施設
の安全機能の保持をより高い精度で確認す
るために，工学的な観点から，基準地震動
Ｓｓと密接に関連づけられる弾性設計用地
震動Ｓｄが新たに設定された。

基本設計等 基本設計又は基本的設計方針
旧電気事業法 平成７年法律第７５号による改正前の電気

事業法
居住制限区域 年間積算線量が２０ｍＳｖを超えるおそれ

があり，住民の被ばく線量を低減する観点
から引き続き避難を継続することを求める
地域

緊急時避難準備区域 被告国が，原災法に基づき，平成２３年４
月２１日及び２２日に，各地方公共団体の
長に対し，緊急時の避難又は屋内退避が可
能な準備を指示した区域（本件原発から半
径２０ｋｍ以上３０ｋｍ圏内の区域から計
画的避難区域を除いた区域のうち，常に，
緊急時に避難のための立退き又は屋内への
退避が可能な準備をすることが求められ，
引き続き自主避難をすること，及び，特に
子供，妊婦，要介護者，入院患者等は立ち
入らないこと等が求められる区域）

警戒区域 被告国が，原災法に基づき，平成２３年４
月２１日及び２２日に，各地方公共団体の
長に対し，本件原発から半径２０ｋｍ圏内
について，緊急事態応急対策に従事する者
以外の者の立ち入りを原則として禁止した
地域

計画的避難区域 被告国が，原災法に基づき，平成２３年４
月２１日及び２２日に，各地方公共団体の
長に対し，計画的な避難を指示した区域
（本件原発から半径２０ｋｍ以遠の周辺地
域のうち，事故発生から１年内に積算線量
が２０ｍＳｖに達するおそれのある区域）

慶長三陸地震 １６１１年に三陸沖日本海溝付近で発生し
た地震

原告ら 原告１３７名

655



原災法 原子力災害対策特別措置法
原災本部 原子力災害対策本部
原子力損害 原賠法２条２項の規定する損害を指す
原賠審 原賠法１８条１項に基づいて，平成２３年

４月１１日に設置された原子力損害賠償紛
争審査会

原賠法 原子力損害の賠償に関する法律
原紛センター 原子力損害賠償紛争解決センター
国賠法 国家賠償法
国会事故調 国会における第三者機関による調査委員会

が発表した平成２４年７月５日付け報告書
（甲Ａ１）

固有地震 ある断層において，似たような発生間隔と
規模を持ち周期的に繰り返し発生する地震

佐竹論文 論文「石巻・仙台平野における８６９年貞
観津波の数値シミュレーション」（佐竹健
治，行谷佑一，山木滋）

産総研 独立行政法人産業技術総合研究所

自主的避難 避難指示等に基づかずに行った避難
自主的避難等対象区域 福島市，二本松市，伊達市，本宮市，桑折

町，国見町，川俣町，大玉村，郡山市，須
賀川市，田村市，鏡石町，天栄村，石川
町，玉川村，平田村，浅川町，古殿町，三
春町，小野町，相馬市，新地町及びいわき
市のうち避難指示等対象区域を除く区域

自主的避難等対象者 本件事故発生時に自主的避難等対象区域内
に生活の本拠としての住居があった者（当
該住居から自主的避難を行った者及び当該
住居に滞在を続けた者の両者を含む）

地震・津波合同ＷＧ 総合資源エネルギー調査会原子力安全・保
安部会耐震・構造設計小委員会地震・津
波，地質・地盤合同ワーキンググループ

主要建屋 原子炉建屋，タービン建屋，コントロール
建屋，サービス建屋，廃棄物処理建屋の総
称

貞観地震 西暦８６９年に東北地方で発生した巨大地
震

貞観津波 貞観地震によって東北地方に到来した津波

省令６２号 発電用原子力設備に関する技術基準を定め
る省令(昭和４０年通商産業省令第６２号)

昭和３９年原子炉立地審査指針 原子力委員会が昭和３９年５月２７日に策
定した原子炉立地審査指針

昭和４５年安全設計審査指針 動力炉安全基準専門部会が昭和４５年４月
１８日に策定し，原子力委員会が同月２３
日に了承した「軽水炉についての安全設計
に関する審査指針について」

昭和５２年安全設計審査指針 原子力委員会が昭和５２年６月１４日に策
定した「発電用軽水型原子炉施設に関する
安全設計審査指針」

浸水深 浸水域の地面から津波の痕跡が示す水面ま
での高さ
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浸水高 津波によって建物等に残された津波の痕跡
と平常潮位との高さの差

新耐震指針 昭和５３年耐震設計審査指針を平成１８年
９月１９日に改訂したもの

推進本部 文部科学省地震調査研究推進本部

スマトラ沖地震 ２００４年１２月２６日にスマトラ島北西
沖のインド洋で発生したＭ９．１の地震

スマトラ沖津波 スマトラ沖地震によって発生した津波

政府事故調中間報告書 被告国に設置された東京電力福島原子力発
電所における事故調査・検証委員会作成の
平成２３年１２月２６日付け「中間報告
書」（甲Ａ２の１）

遡上高 海から陸に上がった津波が到達した高さと
平均潮位との高さの差

第一次訴訟 平成２５年 第４７８号損害賠償請求事件

第三次訴訟 平成２６年 第４６６号損害賠償請求事件

耐震設計審査指針 原子力安全委員会が，昭和５３年９月，発
電用原子炉施設の耐震設計に関する安全審
査を行うに当たり，その設計方針の妥当性
を評価することを目的に策定した「発電用
原子炉施設に関する耐震設計審査指針」

耐震バックチェック 新耐震指針に照らし各電力会社が実施した
耐震安全性評価

第二次訴訟 平成２６年 第１１１号損害賠償請求事件
中央防災会議 災害対策基本法に基づいて設置された防災

基本計画の作成及びその実施の推進等を行
う会議であり，内閣総理大臣を長とし，内
閣府に事務局を置く会議
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中間指針等 以下の１ないし５を指す。
１ 中間指針 平成２３年８月５日付け
「東京電力株式会社福島第一，第二原子力
発電所事故による原子力損害の範囲の判定
等に関する中間指針」
２ 中間指針第一次追補 平成２３年１２
月６日付け「東京電力株式会社福島第一，
第二原子力発電所事故による原子力損害の
範囲の判定等に関する中間指針追補（自主
的避難等に係る損害について）」
３ 中間指針第二次追補 平成２４年３月
１６日付け「東京電力株式会社福島第一，
第二原子力発電所事故による原子力損害の
範囲の判定等に関する中間指針第二次追補
（政府による避難区域等の見直し等に係る
損害について）」
４ 中間指針第三次追補 平成２５年１月
３０日付け「東京電力株式会社福島第一，
第二原子力発電所事故による原子力損害の
範囲の判定等に関する中間指針第三次追補
（農林漁業・食品産業の風評被害に係る損
害について）」
５ 中間指針第四次追補 平成２５年１２
月２６日付け「東京電力株式会社福島第
一，第二原子力発電所事故による原子力損
害の範囲の判定等に関する中間指針第四次
追補（避難指示の長期化等に係る損害につ
いて）」

長期評価 推進本部が発表した「三陸沖から房総沖に
かけての地震活動の長期評価について」

長期評価の知見 長期評価が示した，明治三陸地震と同様の
地震が三陸沖北部から房総沖の海溝寄りの
領域内のどこでも発生する可能性があると
の知見

津波高 津波がない場合の平均潮位を基準とし，そ
れと比較して津波によって海面が上昇した
高さの差

津波評価技術 原子力発電所の津波評価技術（土木学会原
子力土木委員会津波評価部会）

電事連 電気事業連合会
東電事故調 被告東電が作成した平成２４年６月２０日

付け「福島原子力事故調査報告書」（添付
資料を含む。乙Ａ１０の１及び１０の２）

東北電力 東北電力株式会社
特定避難勧奨地点 計画的避難区域及び警戒区域以外の場所で

あって，地域的な広がりが見られない，本
件事故発生から１年間の積算線量が２０ｍ
Ｓｖを超えると推定される空間線量率が続
いている地点であって，政府が住居単位で
設定した上，そこに居住する住民に対する
注意喚起，自主避難の支援・促進を行うこ
とを表明した地点
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日本海溝・千島海溝調査会 日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に関す
る専門調査会

日本海溝・千島海溝報告書 日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に関す
る専門調査会報告書

バックチェック中間報告書 福島第一原子力発電所／福島第二原子力発
電所「発電用原子炉施設に関する耐震設計
審査指針」の改訂に伴う耐震安全性評価結
果　中間報告

バックチェックルール 保安院が新耐震指針の策定を受けて，平成
１８年９月２０日に策定した「新耐震指針
に照らした既設発電用原子炉施設等の耐震
安全性の評価及び確認に当たっての基本的
な考え方並びに評価手法及び確認基準につ
いて」

バックフィット 既設原子炉に対しても最新の基準への適合
を義務付ける制度

ハンセン病熊本地裁判決 熊本地裁平成１０年（ワ）第７６４号，同
年（ワ）第１０００号，同年（ワ）第１２
８２号，平成１１年（ワ）第３８３号同１
３年５月１１日判決

被告東電 被告東京電力ホールディングス株式会社
（平成２８年４月１日変更前の旧商号「東
京電力株式会社」）。商号変更の前後を通
じて「被告東電」と表記する。

非常用ＤＧ 非常用ディーゼル発電機
避難指示解除準備区域 年間積算線量が２０ｍＳｖ以下となること

が確実であることが確認された地域
避難指示区域 被告国が，原災法に基づき，平成２３年３

月１１日に各地方公共団体の長に対し，住
民の避難を指示した区域（本件原発から半
径３ｋｍ圏内の区域。）。その後，この区
域の範囲は，同月１２日に本件原発から半
径１０ｋｍ圏内，２０ｋｍ圏内と順次拡張
された。

避難指示等対象区域 被告国や地方公共団体による避難指示等が
あった対象区域

避難等対象者 避難指示等により避難を余儀なくされた者

福島第二原発 被告東電福島第二原子力発電所
米国 アメリカ合衆国
平成３年溢水事故 本件原発１号機において，平成３年１０月

に発生した冷却設備の配管破損による海水
漏えい事故

平成１３年安全設計審査指針 原子力委員会が平成１３年３月２９日に一
部改訂した発電用軽水型原子炉施設に関す
る安全設計審査指針

平成２０年試算 被告東電が平成２０年に長期評価の知見を
もとに津波評価技術の手法を用いて算出し
た津波数値解析計算の結果

保安院 原子力安全・保安院
本件原発 被告東電福島第一原子力発電所
本件事故 本件地震を契機として，本件原発から放射

性物質が放出された事故
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本件指示 被告国が，平成２３年３月１１日，本件原
発から半径３ｋｍ圏内を避難指示区域と
し，半径３ｋｍから１０ｋｍ圏内を屋内退
避区域とした指示

本件指示変更 被告国が，平成２３年３月１２日，避難指
示の対象となる区域を本件原発から半径２
０ｋｍ圏内及び福島第二原発から半径１０
ｋｍ圏内に変更した指示変更

本件地震 平成２３年３月１１日に発生した東北地方
太平洋沖地震

本件地震動 本件原発の地点における本件地震によって
引き起こされた地面の振動

本件訴訟 第一次訴訟ないし第三次訴訟
本件津波 本件地震に伴い発生し，本件原発に到達し

た津波
明治三陸地震 １８９６年に三陸沖の日本海溝付近で発生

した地震
明治三陸地震津波 明治三陸地震により発生した津波
リスク管理ＷＧ 平成２３年８月２５日内閣官房長官決裁に

より同年１１月設置された放射性物質汚染
対策顧問会議の下に設置された，低線量被
ばくのリスク管理に関するワーキンググ
ループ

リスク管理ＷＧ報告書 リスク管理ＷＧが平成２３年１２月に取り
まとめた報告書

炉規法 核原料物質，核燃料物質及び原子炉の規制
に関する法律

４省庁報告書 太平洋沿岸部地震津波防災計画手法調査
７省庁手引 地域防災計画における津波対策強化の手引
ＩＡＥＡ 国際原子力機関
ＩＣ 非常用復水器。1号機に設置されている
ＩＣＲＰ 国際放射線防護委員会
ＩＣＲＰ勧告 ＩＣＲＰが１９７７年（昭和５２年），１

９９０年（平成２年）及び２００７年（平
成１９年）に行った勧告の総称

ＩＣＲＰ１９７７年勧告 ＩＣＲＰが１９７７年（昭和５２年）に
行った勧告

ＩＣＲＰ１９９０年勧告 ＩＣＲＰが１９９０年（平成２年）に行っ
た勧告

ＩＣＲＰ２００７年勧告 ＩＣＲＰが２００７年（平成１９年）に
行った勧告

ＩＲＲＳ ＩＡＥＡの総合原子力安全規制評価サービ
ス

ＪＮＥＳ 独立行政法人原子力安全基盤機構
Ｍ マグニチュード
ＮＲＣ 米国原子力規制委員会
Ｏ．Ｐ． 小名浜港工事基準面（「Onahama

Peil」）。小名浜港の標準水位。本件原発
の設計水位として採用された海水面

ＲＣＩＣ 原子炉隔離時冷却系。２号機ないし４号機
において，ＩＣの代わりに設置されている
高圧系炉心冷却設備のひとつ
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ＳＡ 原子力施設に係る安全評価において想定し
ている設計基準事象を大幅に超える事象で
あって，安全設計の評価上想定された手段
では適切な炉心の冷却又は反応度の制御が
できない状態であり，その結果，炉心の重
大な損傷に至る事象（シビアアクシデン
ト）

ＳＢＯ 全交流電源喪失事象（Station Blackout）
ＵＮＳＣＥＡＲ 原子放射線の影響に関する国連科学委員会
ＵＮＳＣＥＡＲ報告書 ＵＮＳＣＥＡＲ国連総会報告書，ＵＮＳＣ

ＥＡＲ福島報告書，ＵＮＳＣＥＡＲ２０１
５年報告書の総称

ＵＮＳＣＥＡＲ国連総会報告書 ＵＮＳＣＥＡＲが平成２５年１０月に国連
総会に提出した年次報告書

ＵＮＳＣＥＡＲ福島報告書 ＵＮＳＣＥＡＲ国連総会報告書についての
科学的附属書Ａ「２０１１年東日本大震災
の原子力事故による放射線被ばくのレベル
と影響」

ＵＮＳＣＥＡＲ２０１５年報告書 「東日本大震災後の原子力事故による放射
線被ばくのレベルと影響に関する２０１３
年報告書刊行後の進展」と題する白書

ＷＨＯ 世界保健機関

その他，第１０節（個別損害論（争点⑪ないし⑭）の各論）に登場する人物には，
ＡないしＨの符号を用いて匿名表記をした者がある。
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（別紙）関連法令の定め 

 

以下に記載する法令の内容は，特に注記のない限り，いずれも本件事故

当時のものである。 

 １ 原子力基本法 

   原子力基本法は，「原子力の研究，開発及び利用を推進することに

よつて，将来におけるエネルギー資源を確保し，学術の進歩と産業の振興

とを図り，もつて人類社会の福祉と国民生活の水準向上とに寄与すること」

（同法１条）を目的として昭和３０年１２月１９日に公布された法律であ

り，我が国の原子力利用に係る基本となる法律である。 

 ２ 炉規法 

   炉規法は，原子力基本法「の精神にのつとり，核原料物質，核燃

料物質及び原子炉の利用が平和の目的に限られ，かつ，これらの利用が計

画的に行われることを確保するとともに，これらによる災害を防止し，及

び核燃料物質を防護して，公共の安全を図るために」「炉の設置及び運転

等に関する必要な規制を行うこと」ことなどを目的とし（同法１条），昭

和３２年６月１０日に公布された法律である。 

同法には，原子炉の設置及び運転に関する規制として，設置の許

可，設計及び工事方法の認可，使用前検査，施設定期検査，保安規定の認

可，保安検査，原子炉の廃止等の安全規制の手続及び許認可の基準等が定

められているほか，同法に従わなかった場合における運転停止及び許可の

取消等の行政処分や罰則について規定されている。 

   平成１１年１２月２２日号外法律第２２０号改正後，平成２４年

６月２７日号外法律第４７号改正前の炉規法の規定は，以下のとおりであ

る。  

（許可の基準）  
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第２４条 主務大臣は，２３条１項の許可の申請があつた場合においては，

その申請が次の各号に適合していると認めるときでなければ，同

項の許可をしてはならない。  

一，二（略）  

三 その者（原子炉を船舶に設置する場合にあつては，その船舶を建

造する造船事業者を含む。）に原子炉を設置するために必要な技術

的能力及び経理的基礎があり，かつ，原子炉の運転を適確に遂行

するに足りる技術的能力があること。  

四 原子炉施設の位置，構造及び設備が核燃料物質（使用済燃料を含

む。以下同じ。），核燃料物質によつて汚染された物（原子核分裂

生成物を含む。以下同じ。）又は原子炉による災害の防止上支障が

ないものであること。  

２ 主務大臣は，２３条２項の許可をする場合においては，あらかじ

め，前項１号，２号及び３号（経理的基礎に係る部分に限る。）に規

定する基準の適用については原子力委員会，同項３号（技術的能力

に係る部分に限る。）及び４号に規定する基準の適用については原子

力安全委員会の意見を聴かなければならない。  

 ３ 電気事業法 

   電気事業法は，「電気事業の運営を適正かつ合理的ならしめるこ

とによつて，電気の使用者の利益を保護し，及び電気事業の健全な発達を

図るとともに，電気工作物の工事，維持及び運用を規制することによつて，

公共の安全を確保し，及び環境の保全を図ること」（同法１条）を目的と

する法律であり，昭和３９年７月１１日に公布された。同法は，原子力発

電のみならず火力発電や水力発電にも適用される日本の電気事業を包括的

に規制する法律である。 

    電気事業法の規定に基づく工事計画の認可，使用前検査及び定期
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検査の際に用いられる技術基準として，発電用原子力設備に関する技術基

準を定める省令が定められている。 

   平成７年法律第７５号改正後，平成２４年法律４７号改正前の電

気事業法の規定は，以下のとおりである。  

（事業用電気工作物の維持）  

第３９条 事業用電気工作物を設置する者は，事業用電気工作物を経済産

業省令で定める技術基準に適合するように維持しなければならな

い。  

 ２  前項の経済産業省令は，次に掲げるところによらなければならな

い。  

   一 事業用電気工作物は，人体に危害を及ぼし，又は物件に損傷を

与えないようにすること。  

（技術基準適合命令）  

第４０条 経済産業大臣は，事業用電気工作物が前条第１項の経済産業省

令で定める技術基準に適合していないと認めるときは，事業用電

気工作物を設置する者に対し，その技術基準に適合するように事

業用電気工作物を修理し，改造し，若しくは移転し，若しくはそ

の使用を一時停止すべきことを命じ，又はその使用を制限するこ

とができる。  

 ４ 原賠法 

   原賠法は，「原子炉の運転等により原子力損害が生じた場合におけ

る損害賠償に関する基本的制度を定め，もつて被害者の保護を図り，及び

原子力事業の健全な発達に資すること」（同法１条）を目的として，昭和

３６年６月１７日に公布された法律である。 

   原賠法においては，被害者が原子力事業者の故意又は過失を立証し

なくとも原子炉の運転等に起因する原子力損害に関し原子力事業者が賠償
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責任を負うという無過失責任が定められるとともに（同法３条１項），こ

の場合に原子力事業者以外の者が責任を負わない旨定められ（同法４条１

項），原子力事業者は損害賠償に充てるべき財政措置を講じることが義務

付けられており（同法６条），同法３条の規定により損害を賠償する責め

に任ずべき額が賠償措置額を超え，かつ，原賠法の目的を達成するため必

要があると認めるときは，政府は原子力事業者が損害を賠償するために必

要な援助を行うものとする旨定められている（同法１６条１項）。 

 ５ 災害対策基本法 

   災害対策基本法は，国土並びに国民の生命，身体及び財産を災害か

ら保護するため，防災に関し，国，地方公共団体及びその他の公共機関を

通じて必要な体制を確立し，責任の所在を明確にするとともに，防災計画

の作成，災害予防，災害応急対策，災害復旧及び防災に関する財政金融措

置その他必要な災害対策の基本を定めることにより，総合的かつ計画的な

防災行政の整備及び推進を図り，もつて社会の秩序と公共の福祉の確保に

資することを目的とし（同法１条），国は，この基本理念にのつとり，国土

並びに国民の生命，身体及び財産を災害から保護する使命を有することに

鑑み，組織及び機能の全てを挙げて防災の措置を講ずる責務を有すると定

め（同法３条１項），中央防災会議の設置の根拠規定である（同法１１条）。

中央防災会議は，総理府（平成１３年１月６日の中央省庁等改革後は内閣

府）に設置され，防災基本計画を作成しその実施を推進すること，内閣総

理大臣の諮問に応じて防災に関する重要事項を審議すること，同重要事項

に関して内閣総理大臣に意見を述べること等の事務をつかさどり，内閣総

理大臣は，防災の基本計画，防災に関する施策の総合調整で重要なもの等

につき中央防災会議に諮問しなければならない（同法１１条）。中央防災

会議の会長は内閣総理大臣が，委員は防災担当大臣及びその他の国務大臣

等のうち内閣総理大臣が任命した者がすることとされており，また専門事
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項を調査するために設置することができる専門委員は，関係行政機関及び

指定公共機関の職員並びに学識経験のある者のうちから内閣総理大臣が任

命することとされている（同法１２条）。 

   そして，中央防災会議は，防災基本計画を作成するとともに，災害

及び災害の防止に関する科学的研究の成果並びに発生した災害の状況及び

これに対して行われた災害応急対策の効果を勘案して毎年防災基本計画に

検討を加え，必要があるときはこれを修正しなければならず（同法３４条

１項），防災基本計画を作成し，又は修正したときは，すみやかにこれを内

閣総理大臣に報告し，並びに指定行政機関の長，都道府県知事及び指定公

共機関に通知するとともに，その要旨を公表しなければならない（同法３

４条２項）と規定している。  

   また，災害対策基本法は，災害が発生し又は発生するおそれがある

場合において，人の生命又は身体を災害から保護し，その他災害の拡大を

防止するため特に必要があると認めるときは，市町村長が必要と認める地

域の居住者，滞在者その他の者に対し，避難のための立退きを勧告し，急

を要すると認めるときは，市町村長がその立退きを指示することができる

（６０条１項）とともに，一定の場合には，市町村長に代わって都道府県

知事が実施しなければならないことを定めている（同条５項）。  

 ６ 地震防災対策特別措置法 

   地震防災対策特別措置法は，地震による災害から国民の生命，身体

及び財産を保護するため，地震防災対策の実施に関する目標の設定等につ

いて定めるとともに，地震に関する調査研究の推進のための体制の整備等

について定めることにより，地震防災対策の強化を図り，もって社会の秩

序の維持と公共の福祉の確保に資することを目的とする法律である（１条）。

同法は，地震防災緊急事業に係る被告国の負担又は補助の特例等を定め（４

条），推進本部の設置を根拠づけて，文部科学省に推進本部を設置するこ
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と，推進本部は地震に関する観測，測量，調査及び研究の推進について総

合的かつ基本的な施策を立案するとともに，地震に関する観測，測量，調

査又は研究を行う関係行政機関，大学等の調査結果等を収集，整理及び分

析し，これに基づき総合的な評価を行うこと，施策立案の際は中央防災会

議の意見を聴かなければならないこと等を定めている（７条）。また，推

進本部の長は文部科学大臣を充てるとともに，関係行政機関の職員及び学

識経験者から文部科学大臣が任命した者を委員とする政策委員会及び地震

調査委員会を設置すること等を定めている（８条ないし１０条）。そして，

被告国は，地震に関する観測，測量，調査及び研究のための体制の整備に

努めるとともに，地震防災に関する科学技術の振興を図るため必要な研究

開発を推進し，その成果の普及，地震に関する観測，測量，調査及び研究

を推進するために必要な予算等の確保，並びに，地方公共団体が地震に関

する観測，測量，調査若しくは研究を行い，又は研究者等を養成する場合

は，必要な技術上及び財政上の援助に努めなければならない（１３条）と

規定している。  

 ７ 原災法  

   原災法は，原子力災害の予防に関する原子力事業者の義務等，原子

力災害に関する事項について特別の措置を定めることにより，炉規法，災

害対策基本法その他の法律と相まって，原子力災害に対する対策の強化を

図り，原子力災害から国民の生命，身体及び財産を保護することを目的と

した法律である（１条）。内閣総理大臣による原子力緊急事態（原子力事業

者の原子炉の運転等により放射性物質又は放射線が異常な水準で当該原子

力事業者の原子力事業所外へ放出された事態）の宣言，市町村長及び都道

府県知事に対して災害対策基本法６０条１項及び５項の規定による避難の

ための立退き又は屋内への退避の勧告又は指示を行うべきとの指示（１５

条）を行う際の根拠となる法律である。  
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 ８ 災害救助法  

   災害救助法は，災害に際して，被告国が地方公共団体，日本赤十字

その他の団体及び国民の協力の下に，応急的に必要な救助を行い，災害に

より被害を受け現に救助を必要とする者の保護及び社会の秩序の保全を図

ることを目的とした法律である（１条）。救助の種類としては収容施設（応

急仮設住宅を含む。）があり（２３条１項１号），救助の程度，方法及び期

間に際し必要な事項については政令に委任されている（同条３項）ところ，

災害救助法施行令及び施行細則は，応急仮設住宅の設置に代えて，賃貸住

宅の居室の借上げを実施し，これらに収容することができると規定してい

る。 

 ９ 本件原発の設置等許可処分時における内容の省令６２号の定め（省

令６２号中の略称は，省令６２号中のみの略称である。以下同じ。） 

（防護施設の設置等） 

第４条 原子炉およびその附属設備（以下「原子炉施設」という。）なら

びに一次冷却材により駆動される蒸気タービンおよびその附属設備

が地すべり，断層，なだれ，洪水，津波もしくは高潮，基礎地盤の不

同沈下または火災等により損傷を受けるおそれがある場合は，防護

施設の設置，基礎地盤の改良その他の適切な措置を講じなければな

らない。 

（耐震性） 

第５条 原子炉ならびに一次冷却材により駆動される蒸気タービンおよ

びその附属設備は，これらに作用する地震力による損壊により公衆

に放射線障害を及ぼさないように施設しなければならない。 

  ２ 前項の地震力は，原子炉施設ならびに一次冷却材により駆動され

る蒸気タービンおよびその附属設備の構造ならびにこれらが損壊し

た場合における災害の程度に応じて，基礎地盤の状況，その地方に
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おける過去の地震記録に基づく震害の程度，地震活動の状況等を基

礎として求めなければならない。 

（非常用予備動力設備等） 

第３３条 原子力発電所には，当該原子力発電所に連けいされている送

電線および当該原子力発電所において常時使用されている発電機か

らの電気の供給が停止した場合において保安を確保するために必要

な装置の機能を維持するため，内燃機関を原動力とする発電設備ま

たはこれと同等以上の機能を有する非常用予備動力装置を施設しな

ければならない。 

  ２ 原子力発電所の保安を確保するため特に必要な装置には，無停電

電源装置またはこれと同等以上の機能を有する装置を施設しなけれ

ばならない。                          

１０ 平成１８年末の時点における省令６２号の定め 

（防護措置等） 

第４条 原子炉施設並びに一次冷却材又は二次冷却材により駆動される

蒸気タービン及びその附属設備が想定される自然現象（地すべり，

断層，なだれ，洪水，津波，高潮，基礎地盤の不同沈下等をいう。た

だし，地震を除く。）により原子炉の安全性を損なうおそれがある場

合は，防護措置，基礎地盤の改良その他の適切な措置を講じなけれ

ばならない。 

  ２ 周辺監視区域に隣接する地域に事業所，鉄道，道路等がある場合

において，事業所における火災又は爆発事故，危険物を搭載した車

両等の事故等により原子炉の安全性が損なわれないよう，防護措置

その他の適切な措置を講じなければならない。 

  ３ 航空機の墜落により原子炉の安全性を損なうおそれがある場合は，

防護措置その他の適切な措置を講じなければならない。 
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（耐震性） 

第５条 原子炉施設並びに一次冷却材又は二次冷却材により駆動される

蒸気タービン及びその附属設備は，これらに作用する地震力による

損壊により公衆に放射線障害を及ぼさないように施設しなければな

らない。 

  ２ 前項の地震力は，原子炉施設ならびに一次冷却材により駆動され

る蒸気タービンおよびその附属設備の構造ならびにこれらが損壊し

た場合における災害の程度に応じて，基礎地盤の状況，その地方に

おける過去の地震記録に基づく震害の程度，地震活動の状況等を基

礎として求めなければならない。 

（安全設備） 

 第８条の２ 第２条第８号ハ（安全保護装置）及びホ（非常用電源設備

及びその附属設備）に掲げる安全設備は，当該安全設備を構成する

機械器具の単一故障（中略）が生じた場合であつて，外部電源が利

用できない場合においても機能できるように，構成する機械器具の

機能，構造及び動作原理を考慮して，多重性又は多様性，及び独立

性を有するように施設しなければならない。 

  ２ 安全設備は，想定されているすべての環境条件においてその機能

が発揮できるように施設しなければならない。 

（保安電源設備） 

第３３条 原子力発電所に接続する電線路のうち少なくとも二回線は，

当該原子力発電所において受電可能なものであつて，使用電圧が六

万ボルトを超える特別高圧のものであり，かつ，それにより当該原

子力発電所を電力系統に連系するように施設しなければならない。 

  ２ 原子力発電所には，前項の電線路及び当該原子力発電所において

常時使用されている発電機からの電気の供給が停止した場合におい
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て保安を確保するために必要な装置の機能を維持するため，内燃機

関を原動力とする発電設備又はこれと同等以上の機能を有する非常

用予備動力装置を施設しなければならない。 

  ３ 原子力発電所の保安を確保するため特に必要な設備には，無停電

電源装置又はこれと同等以上の機能を有する装置を施設しなければ

ならない。 

  ４ 非常用電源設備及びその附属設備は，多重性又は多様性，及び独

立性を有し，その系統を構成する機械器具の単一故障が発生した場

合であつても，運転時の異常な過渡変化時又は一次冷却材喪失等の

事故時において工学的安全施設等の設備がその機能を確保するため

に十分な容量を有するものでなければならない。 

  ５ 原子力発電所には，短時間の全交流動力電源喪失時においても原

子炉を安全に停止し，かつ，停止後に冷却するための設備が動作す

ることができるよう必要な容量を有する蓄電池等を施設しなければ

ならない。                          

１１ 平成２３年に新設された省令６２号の５条の２の定め 

（津波による損傷の防止） 

 第５条の２ 原子炉施設並びに一次冷却材又は二次冷却材により駆動さ

れる蒸気タービン及びその附属施設が，想定される津波により原子

炉の安全性を損なわないよう，防護措置その他の適切な措置を講じ

なければならない。 

２ 津波によつて交流電源を供給する全ての設備，海水を利用して原

子炉設備を冷却する全ての設備及び使用済燃料貯蔵槽を冷却する全

ての設備の機能が喪失した場合においても直ちにその機能を復旧で

きるよう，その機能を代替する設備の確保その他の適切な措置を講

じなければならない。 



別紙慰謝料の考慮要素一覧表

家族番号
原告番号 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

１　放射能汚染のない環境下で，生命・身体を脅かされず生活する権利侵害

ア　被ばくしたことの不安及び将来の健康不安 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

イ　被ばくした可能性があることの不安及び将来の健康不安 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

ウ　未成年者の被ばくの不安及び将来の健康不安（甲状腺検査結果による不安） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

エ　未成年者の被ばく防止のための行動制限（屋外（公園，山，川，プールなど）での運動や遊び
の制限など）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

オ　被告国による放射線量に関する不完全な情報提供による，高線量地域への避難 ○ ○ ○ ○ ○ ○

２　内心の静穏な感情

ア　従前の生活や地域，生業への愛着，思い入れ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

イ　事故直後の避難及び避難所生活に伴う精神的苦痛（渋滞，悪天候下での避難，着の身着の
ままでの避難，集団避難所での過酷な生活など）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

ウ　世帯分離（家族との別離，二重生活による精神的・経済的負担，福島と群馬との頻繁な往復
など）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

エ　避難による失業，転校 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

オ　避難決意に伴う周囲との軋轢（家族間での軋轢，親戚間での軋轢，職場の同僚らとの軋轢，
近所付き合いでの軋轢，学校での軋轢など）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

カ　放射能や被ばくに関する多様かつ錯綜した情報による不安 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

キ　未成年者の被ばくもしくは被ばく可能性による親としての後悔と不安 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

ク　避難生活による不慣れな土地での様々な日常生活上の不便やストレス ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

３　ふるさと喪失

ア　避難による，友人・親戚関係の断絶，希薄化 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

イ　避難による地域との繋がりの希薄化 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

ウ　避難前に行政から受けていたサービスの低下 ○ ○ ○ ○

エ　多くの住民の転出。職場、病院、学校、商店の閉鎖等による地域の変容 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

４　人格発達権

ア　従前の生活や地域，生業への愛着，思い入れの喪失 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

イ　失業，退職などによる精神的・経済的苦痛（やりがいのある仕事を失うなど） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

ウ　避難による転校や学業生活の変化（親しい友人との別離，学校の環境の変化，いじめ，進学
先の変更，進学断念など）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

エ　避難による家族関係の変化（家族との別離，離婚，二重生活に伴う負担など） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

オ　将来の見通しが付かないことへの不安（避難終了の目処がつかない） ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

５　居住・移転の自由

ア　避難時の財物持ち出しの制限 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

イ　今後の居住先（住宅）確保への不安（借り上げ住宅の終期未定，住宅ローン，経済的問題な
ど）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

ウ　不慣れな地での避難生活による不便，不安 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

６　その他

ア　防災基本計画が不適切であったために，避難に当たって苦労を強いられたこと ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

イ　避難生活の目処や汚染状況についての情報提供が不十分である中で避難を強いられたこと ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

1 2 43 5 106 8 97
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別紙慰謝料の考慮要素一覧表

家族番号
原告番号

１　放射能汚染のない環境下で，生命・身体を脅かされず生活する権利侵害

ア　被ばくしたことの不安及び将来の健康不安

イ　被ばくした可能性があることの不安及び将来の健康不安

ウ　未成年者の被ばくの不安及び将来の健康不安（甲状腺検査結果による不安）

エ　未成年者の被ばく防止のための行動制限（屋外（公園，山，川，プールなど）での運動や遊び
の制限など）

オ　被告国による放射線量に関する不完全な情報提供による，高線量地域への避難

２　内心の静穏な感情

ア　従前の生活や地域，生業への愛着，思い入れ

イ　事故直後の避難及び避難所生活に伴う精神的苦痛（渋滞，悪天候下での避難，着の身着の
ままでの避難，集団避難所での過酷な生活など）

ウ　世帯分離（家族との別離，二重生活による精神的・経済的負担，福島と群馬との頻繁な往復
など）

エ　避難による失業，転校

オ　避難決意に伴う周囲との軋轢（家族間での軋轢，親戚間での軋轢，職場の同僚らとの軋轢，
近所付き合いでの軋轢，学校での軋轢など）

カ　放射能や被ばくに関する多様かつ錯綜した情報による不安

キ　未成年者の被ばくもしくは被ばく可能性による親としての後悔と不安

ク　避難生活による不慣れな土地での様々な日常生活上の不便やストレス

３　ふるさと喪失

ア　避難による，友人・親戚関係の断絶，希薄化

イ　避難による地域との繋がりの希薄化

ウ　避難前に行政から受けていたサービスの低下

エ　多くの住民の転出。職場、病院、学校、商店の閉鎖等による地域の変容

４　人格発達権

ア　従前の生活や地域，生業への愛着，思い入れの喪失

イ　失業，退職などによる精神的・経済的苦痛（やりがいのある仕事を失うなど）

ウ　避難による転校や学業生活の変化（親しい友人との別離，学校の環境の変化，いじめ，進学
先の変更，進学断念など）

エ　避難による家族関係の変化（家族との別離，離婚，二重生活に伴う負担など）

オ　将来の見通しが付かないことへの不安（避難終了の目処がつかない）

５　居住・移転の自由

ア　避難時の財物持ち出しの制限

イ　今後の居住先（住宅）確保への不安（借り上げ住宅の終期未定，住宅ローン，経済的問題な
ど）

ウ　不慣れな地での避難生活による不便，不安

６　その他

ア　防災基本計画が不適切であったために，避難に当たって苦労を強いられたこと

イ　避難生活の目処や汚染状況についての情報提供が不十分である中で避難を強いられたこと

11 14
29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

12 1813 15 16 1917

674 



別紙慰謝料の考慮要素一覧表

家族番号
原告番号

１　放射能汚染のない環境下で，生命・身体を脅かされず生活する権利侵害

ア　被ばくしたことの不安及び将来の健康不安

イ　被ばくした可能性があることの不安及び将来の健康不安

ウ　未成年者の被ばくの不安及び将来の健康不安（甲状腺検査結果による不安）

エ　未成年者の被ばく防止のための行動制限（屋外（公園，山，川，プールなど）での運動や遊び
の制限など）

オ　被告国による放射線量に関する不完全な情報提供による，高線量地域への避難

２　内心の静穏な感情

ア　従前の生活や地域，生業への愛着，思い入れ

イ　事故直後の避難及び避難所生活に伴う精神的苦痛（渋滞，悪天候下での避難，着の身着の
ままでの避難，集団避難所での過酷な生活など）

ウ　世帯分離（家族との別離，二重生活による精神的・経済的負担，福島と群馬との頻繁な往復
など）

エ　避難による失業，転校

オ　避難決意に伴う周囲との軋轢（家族間での軋轢，親戚間での軋轢，職場の同僚らとの軋轢，
近所付き合いでの軋轢，学校での軋轢など）

カ　放射能や被ばくに関する多様かつ錯綜した情報による不安

キ　未成年者の被ばくもしくは被ばく可能性による親としての後悔と不安

ク　避難生活による不慣れな土地での様々な日常生活上の不便やストレス

３　ふるさと喪失

ア　避難による，友人・親戚関係の断絶，希薄化

イ　避難による地域との繋がりの希薄化

ウ　避難前に行政から受けていたサービスの低下

エ　多くの住民の転出。職場、病院、学校、商店の閉鎖等による地域の変容

４　人格発達権

ア　従前の生活や地域，生業への愛着，思い入れの喪失

イ　失業，退職などによる精神的・経済的苦痛（やりがいのある仕事を失うなど）

ウ　避難による転校や学業生活の変化（親しい友人との別離，学校の環境の変化，いじめ，進学
先の変更，進学断念など）

エ　避難による家族関係の変化（家族との別離，離婚，二重生活に伴う負担など）

オ　将来の見通しが付かないことへの不安（避難終了の目処がつかない）

５　居住・移転の自由

ア　避難時の財物持ち出しの制限

イ　今後の居住先（住宅）確保への不安（借り上げ住宅の終期未定，住宅ローン，経済的問題な
ど）

ウ　不慣れな地での避難生活による不便，不安

６　その他

ア　防災基本計画が不適切であったために，避難に当たって苦労を強いられたこと

イ　避難生活の目処や汚染状況についての情報提供が不十分である中で避難を強いられたこと

22 24 25 26 27
58 59 60 61 62 63 64 65 66 67 68 69 70 71 72 73 74 75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

20 2321 28 30 3129
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別紙慰謝料の考慮要素一覧表

家族番号
原告番号

１　放射能汚染のない環境下で，生命・身体を脅かされず生活する権利侵害

ア　被ばくしたことの不安及び将来の健康不安

イ　被ばくした可能性があることの不安及び将来の健康不安

ウ　未成年者の被ばくの不安及び将来の健康不安（甲状腺検査結果による不安）

エ　未成年者の被ばく防止のための行動制限（屋外（公園，山，川，プールなど）での運動や遊び
の制限など）

オ　被告国による放射線量に関する不完全な情報提供による，高線量地域への避難

２　内心の静穏な感情

ア　従前の生活や地域，生業への愛着，思い入れ

イ　事故直後の避難及び避難所生活に伴う精神的苦痛（渋滞，悪天候下での避難，着の身着の
ままでの避難，集団避難所での過酷な生活など）

ウ　世帯分離（家族との別離，二重生活による精神的・経済的負担，福島と群馬との頻繁な往復
など）

エ　避難による失業，転校

オ　避難決意に伴う周囲との軋轢（家族間での軋轢，親戚間での軋轢，職場の同僚らとの軋轢，
近所付き合いでの軋轢，学校での軋轢など）

カ　放射能や被ばくに関する多様かつ錯綜した情報による不安

キ　未成年者の被ばくもしくは被ばく可能性による親としての後悔と不安

ク　避難生活による不慣れな土地での様々な日常生活上の不便やストレス

３　ふるさと喪失

ア　避難による，友人・親戚関係の断絶，希薄化

イ　避難による地域との繋がりの希薄化

ウ　避難前に行政から受けていたサービスの低下

エ　多くの住民の転出。職場、病院、学校、商店の閉鎖等による地域の変容

４　人格発達権

ア　従前の生活や地域，生業への愛着，思い入れの喪失

イ　失業，退職などによる精神的・経済的苦痛（やりがいのある仕事を失うなど）

ウ　避難による転校や学業生活の変化（親しい友人との別離，学校の環境の変化，いじめ，進学
先の変更，進学断念など）

エ　避難による家族関係の変化（家族との別離，離婚，二重生活に伴う負担など）

オ　将来の見通しが付かないことへの不安（避難終了の目処がつかない）

５　居住・移転の自由

ア　避難時の財物持ち出しの制限

イ　今後の居住先（住宅）確保への不安（借り上げ住宅の終期未定，住宅ローン，経済的問題な
ど）

ウ　不慣れな地での避難生活による不便，不安

６　その他

ア　防災基本計画が不適切であったために，避難に当たって苦労を強いられたこと

イ　避難生活の目処や汚染状況についての情報提供が不十分である中で避難を強いられたこと

33 35 39
87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 100 101 102 103 104 105 106 107 108 109 110 111 112 113 114

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

3732 34 3836

676 



別紙慰謝料の考慮要素一覧表

家族番号
原告番号

１　放射能汚染のない環境下で，生命・身体を脅かされず生活する権利侵害

ア　被ばくしたことの不安及び将来の健康不安

イ　被ばくした可能性があることの不安及び将来の健康不安

ウ　未成年者の被ばくの不安及び将来の健康不安（甲状腺検査結果による不安）

エ　未成年者の被ばく防止のための行動制限（屋外（公園，山，川，プールなど）での運動や遊び
の制限など）

オ　被告国による放射線量に関する不完全な情報提供による，高線量地域への避難

２　内心の静穏な感情

ア　従前の生活や地域，生業への愛着，思い入れ

イ　事故直後の避難及び避難所生活に伴う精神的苦痛（渋滞，悪天候下での避難，着の身着の
ままでの避難，集団避難所での過酷な生活など）

ウ　世帯分離（家族との別離，二重生活による精神的・経済的負担，福島と群馬との頻繁な往復
など）

エ　避難による失業，転校

オ　避難決意に伴う周囲との軋轢（家族間での軋轢，親戚間での軋轢，職場の同僚らとの軋轢，
近所付き合いでの軋轢，学校での軋轢など）

カ　放射能や被ばくに関する多様かつ錯綜した情報による不安

キ　未成年者の被ばくもしくは被ばく可能性による親としての後悔と不安

ク　避難生活による不慣れな土地での様々な日常生活上の不便やストレス

３　ふるさと喪失

ア　避難による，友人・親戚関係の断絶，希薄化

イ　避難による地域との繋がりの希薄化

ウ　避難前に行政から受けていたサービスの低下

エ　多くの住民の転出。職場、病院、学校、商店の閉鎖等による地域の変容

４　人格発達権

ア　従前の生活や地域，生業への愛着，思い入れの喪失

イ　失業，退職などによる精神的・経済的苦痛（やりがいのある仕事を失うなど）

ウ　避難による転校や学業生活の変化（親しい友人との別離，学校の環境の変化，いじめ，進学
先の変更，進学断念など）

エ　避難による家族関係の変化（家族との別離，離婚，二重生活に伴う負担など）

オ　将来の見通しが付かないことへの不安（避難終了の目処がつかない）

５　居住・移転の自由

ア　避難時の財物持ち出しの制限

イ　今後の居住先（住宅）確保への不安（借り上げ住宅の終期未定，住宅ローン，経済的問題な
ど）

ウ　不慣れな地での避難生活による不便，不安

６　その他

ア　防災基本計画が不適切であったために，避難に当たって苦労を強いられたこと

イ　避難生活の目処や汚染状況についての情報提供が不十分である中で避難を強いられたこと

42
115 116 117 118 119 120 121 122 123 124 125 126 127 128 129 130 131 132 133 134 135 136 137

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

44 4540 41 43
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別紙弁済の抗弁関係一覧表

金額
左記の対象期間（但し，自主的避難等対象
者については自主的避難等に対する賠償

の対象期間を記載）

避難等に関
連した学校生
活等における
精神的損害

要介護者等
への精神的
損害増額

生命・身体的
損害に対す
る慰謝料等

避難指示の
長期化等に
係る損害

総額
（このうち精
神的損害に
対する支払）

（このうちそ
の他費用に
対する支払）

Ａ
Ｂ＝Ｃ+Ｅ+Ｆ

+Ｇ+H+Ｊ
B-G Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ Ｌ＝A-B-I

1 30km以遠 自主的避難等対象区域 2,458,938 不知。 80,000       否認する。 80,000       - 平成23年3月11日から平成23年4月22日 -                -              2,458,938  80,000        2,378,938   -                       40,000 乙Ｅ１の１，２
2 30km以遠 自主的避難等対象区域 252,127 不知。 160,000      否認する。 160,000      - 平成23年3月11日から平成24年8月31日 -                -              252,127    160,000      92,127       -                       80,000 乙Ｅ１の１，２
3 30km以遠 自主的避難等対象区域 720,000 不知。 480,000      否認する。 480,000      - 平成23年3月11日から平成24年8月31日 -                -              720,000    480,000      240,000      -                       240,000 乙Ｅ１の１，２
4 30km以遠 自主的避難等対象区域 120,000 認める。 80,000       否認する。 80,000       - 平成23年3月11日から平成23年4月22日 -                -              120,000    80,000        40,000       -                       40,000
5 30km以遠 自主的避難等対象区域 120,000 認める。 80,000       否認する。 80,000       - 平成23年3月11日から平成23年4月22日 -                -              120,000    80,000        40,000       -                       40,000
6 30km以遠 自主的避難等対象区域 720,000 認める。 480,000      否認する。 480,000      -              平成23年3月11日から平成24年8月31日 -                -              720,000    480,000      240,000      -                       240,000
7 30km以遠 自主的避難等対象区域 720,000 認める。 480,000      否認する。 480,000      -              平成23年3月11日から平成24年8月31日 -                -              720,000    480,000      240,000      -                       240,000
8 30km以遠 自主的避難等対象区域 120,000 認める。 80,000       否認する。 80,000       -              平成23年3月11日から平成23年4月22日 -                -              120,000    80,000        40,000       -                       40,000
9 30km以遠 自主的避難等対象区域 720,000 認める。 480,000      否認する。 480,000      -              平成23年3月11日から平成24年8月31日 -                -              720,000    480,000      240,000      -                       240,000
10 30km以遠 自主的避難等対象区域 120,000 認める。 80,000       否認する。 80,000       -              平成23年3月11日から平成23年4月22日 -                -              120,000    80,000        40,000       -                       40,000
11 30km以遠 自主的避難等対象区域 720,000 認める。 480,000      否認する。 480,000      -              平成23年3月11日から平成24年8月31日 -                -              720,000    480,000      240,000      -                       240,000
12 30km以遠 自主的避難等対象区域 720,000 認める。 480,000      否認する。 480,000      -              平成23年3月11日から平成24年8月31日 -                -              720,000    480,000      240,000      -                       240,000
13 30km以遠 自主的避難等対象区域 2,095,551 否認する。 40,000       否認する。 40,000       -              平成23年3月11日から平成23年4月22日 -                -              2,095,551  40,000        2,055,551   -                       40,000 甲Ｅ１３の２
14 30km以遠 自主的避難等対象区域 40,000 否認する。 40,000       否認する。 40,000       -              平成23年3月11日から平成23年4月22日 -                -              40,000      40,000        -               -                       40,000 甲Ｅ１３の２
15 30km以遠 自主的避難等対象区域 1,230,877 認める。 40,000       認める。 40,000       -              平成23年3月11日から平成23年4月22日 -                -              1,230,877  40,000        1,190,877   -                       40,000
16 30km以遠 自主的避難等対象区域 720,000 認める。 280,000      否認する。 280,000      -              平成23年3月11日から平成24年8月31日 -                -              720,000    280,000      440,000      -                       240,000
17 30km以遠 自主的避難等対象区域 120,000 認める。 80,000       否認する。 80,000       -              平成23年3月11日から平成23年4月22日 -                -              120,000    80,000        40,000       -                       40,000
18 30km以遠 自主的避難等対象区域 120,000 認める。 80,000       否認する。 80,000       -              平成23年3月11日から平成23年4月22日 -                -              120,000    80,000        40,000       -                       40,000
19 30km以遠 自主的避難等対象区域 720,000 認める。 480,000      否認する。 480,000      -              平成23年3月11日から平成24年8月31日 -                -              720,000    480,000      240,000      -                       240,000
20 30km以遠 自主的避難等対象区域 720,000 認める。 480,000      否認する。 480,000      -              平成23年3月11日から平成24年8月31日 -                -              720,000    480,000      240,000      -                       240,000

21
20km以上30km圏内

（屋内退避区域）
旧緊急時避難準備区域 11,553,562 認める。 4,920,000   認める。 4,920,000   4,920,000   平成23年3月11日から平成27年3月31日 -                -              -             -               6,633,562           4,920,000

22
20km以上30km圏内

（屋内退避区域）
旧緊急時避難準備区域 5,600,000 認める。 5,400,000   認める。 5,400,000   4,570,000   平成23年3月11日から平成27年3月31日 350,000       -              480,000    480,000      -               200,000              5,400,000

23
20km以上30km圏内

（屋内退避区域）
旧緊急時避難準備区域 3,663,615 認める。 1,800,000   認める。 1,800,000   1,800,000   平成23年3月11日から平成24年8月31日 -                -              -             -               1,863,615           1,800,000

24
20km以上30km圏内

（屋内退避区域）
旧緊急時避難準備区域 3,523,000 認める。 1,800,000   認める。 1,800,000   1,800,000   平成23年3月11日から平成24年8月31日 -                -              -             -               1,723,000           1,800,000

25 30km以遠 自主的避難等対象区域 120,000 認める。 80,000       否認する。 80,000       -              平成23年3月11日から平成23年4月22日 -                -              120,000    80,000        40,000       -                       40,000
26 30km以遠 自主的避難等対象区域 120,000 認める。 80,000       否認する。 80,000       -              平成23年3月11日から平成23年4月22日 -                -              120,000    80,000        40,000       -                       40,000
27 30km以遠 自主的避難等対象区域 1,536,447 認める。 80,000       否認する。 80,000       -              平成23年3月11日から平成23年4月22日 -                -              1,536,447  80,000        1,456,447   -                       40,000
28 30km以遠 自主的避難等対象区域 120,000 認める。 80,000       否認する。 80,000       -              平成23年3月11日から平成23年4月22日 -                -              120,000    80,000        40,000       -                       40,000
29 30km以遠 自主的避難等対象区域 120,000 認める。 80,000       否認する。 80,000       -              平成23年3月11日から平成23年4月22日 -                -              120,000    80,000        40,000       -                       40,000
30 30km以遠 自主的避難等対象区域 720,000 認める。 480,000      否認する。 480,000      -              平成23年3月11日から平成24年8月31日 -                -              720,000    480,000      240,000      -                       240,000
31 30km以遠 自主的避難等対象区域 120,000 認める。 80,000       否認する。 80,000       -              平成23年3月11日から平成23年4月22日 -                -              120,000    80,000        40,000       -                       40,000
32 30km以遠 自主的避難等対象区域 379,664 認める。 80,000       否認する。 80,000       -              平成23年3月11日から平成23年4月22日 -                -              379,664    80,000        299,664      -                       40,000
33 30km以遠 自主的避難等対象区域 120,000 認める。 80,000       否認する。 80,000       -              平成23年3月11日から平成23年4月22日 -                -              120,000    80,000        40,000       -                       40,000
34 30km以遠 自主的避難等対象区域 960,000 認める。 480,000      否認する。 480,000      -              平成23年3月11日から平成24年8月31日 -                -              960,000    480,000      480,000      -                       240,000
35 30km以遠 自主的避難等対象区域 960,000 認める。 480,000      否認する。 480,000      -              平成23年3月11日から平成24年8月31日 -                -              960,000    480,000      480,000      -                       240,000
36 30km以遠 自主的避難等対象区域 720,000 認める。 480,000      否認する。 480,000      -              平成23年3月11日から平成24年8月31日 -                -              720,000    480,000      240,000      -                       240,000
37 30km以遠 自主的避難等対象区域 720,000 認める。 480,000      否認する。 480,000      -              平成23年3月11日から平成24年8月31日 -                -              720,000    480,000      240,000      -                       240,000
38 30km以遠 自主的避難等対象区域 720,000 認める。 480,000      否認する。 480,000      -              平成23年3月11日から平成24年8月31日 -                -              720,000    480,000      240,000      -                       240,000
39 （出生前） 120,000 認める。 80,000       否認する。 80,000       -              平成24年2月9日から平成24年8月31日 -                -              120,000    80,000        40,000       -                       0

40
半径20km圏内
（避難区域）

避難指示解除準備区域 16,150,996 認める。 8,520,000   認める。 8,520,000   8,520,000   平成23年3月11日から平成30年3月31日 -                -              -             -               7,630,996           8,520,000

41
半径20km圏内
（避難区域）

避難指示解除準備区域 69,541,122 不知。 10,107,400  不知。 9,595,000   8,620,000   平成23年3月11日から平成30年3月31日 -                975,000     512,400       -             -               59,433,722          9,595,000 乙Ｅ４０の１

42
半径20km圏内
（避難区域）

避難指示解除準備区域 22,444,483 不知。 9,019,800   不知。 8,520,000   8,520,000   平成23年3月11日から平成30年3月31日 -                -              499,800       -             -               13,424,683          8,520,000 乙Ｅ４０の１

43
半径20km圏内
（避難区域）

避難指示解除準備区域 9,996,082 認める。 8,553,600   認める。 8,520,000   8,520,000   平成23年3月11日から平成30年3月31日 -                -              33,600        -             -               1,442,482           8,520,000

44
半径20km圏内
（避難区域）

避難指示解除準備区域 18,546,101 認める。 8,520,000   認める。 8,520,000   8,520,000   平成23年3月11日から平成30年3月31日 -                -              -                -              -             -               10,026,101          8,520,000

45
半径20km圏内
（避難区域）

避難指示解除準備区域 46,551,422 認める。 8,520,000   認める。 8,520,000   8,520,000   平成23年3月11日から平成30年3月31日 -                -              -                -              -             -               38,031,422          8,520,000

46
半径20km圏内
（避難区域）

避難指示解除準備区域 9,667,000 認める。 8,520,000   認める。 8,520,000   8,520,000   平成23年3月11日から平成30年3月31日 -                -              -             -               1,147,000           8,520,000

47
20km以上30km圏内

（屋内退避区域）
旧緊急時避難準備区域 9,544,958 不知。 1,824,200   認める。 1,820,000   1,820,000   平成23年3月11日から平成24年8月31日 -                -              4,200          -             -               7,720,758           1,820,000

48
20km以上30km圏内

（屋内退避区域）
旧緊急時避難準備区域 6,712,798 不知。 1,836,800   認める。 1,820,000   1,820,000   平成23年3月11日から平成24年8月31日 -                -              16,800        -             -               4,875,998           1,820,000

49
20km以上30km圏内

（屋内退避区域）
旧緊急時避難準備区域 3,253,620 不知。 2,843,200   認める。 2,650,000   1,820,000   平成23年3月11日から平成24年8月31日 350,000       -              193,200       480,000    480,000      -               410,420              2,650,000

50 30km以遠 自主的避難等対象区域 1,984,238 否認する。 40,000       否認する。 40,000       -              平成23年3月11日から平成23年12月31日 -                -              1,984,238  40,000        1,944,238   -                       40,000 乙Ｅ５０の１
51 30km以遠 自主的避難等対象区域 120,000 否認する。 40,000       否認する。 40,000       -              平成23年3月11日から平成23年12月31日 -                -              120,000    40,000        80,000       -                       40,000 乙Ｅ５０の１
52 30km以遠 自主的避難等対象区域 720,000 否認する。 280,000      否認する。 280,000      -              平成23年3月11日から平成24年8月31日 -                -              720,000    280,000      440,000      -                       240,000 乙Ｅ５０の１
53 30km以遠 自主的避難等対象区域 1,969,000 否認する。 40,000       否認する。 40,000       -              平成23年3月11日から平成23年12月31日 -                -              1,969,000  40,000        1,929,000   -                       40,000 甲Ｅ５３の２
54 30km以遠 自主的避難等対象区域 40,000 否認する。 40,000       否認する。 40,000       -              平成23年3月11日から平成23年12月31日 -                -              40,000      40,000        -               -                       40,000 甲Ｅ５３の２
55 30km以遠 自主的避難等対象区域 120,000 不知。 80,000       不知。 80,000       -              平成23年3月11日から平成24年8月31日 -                -              120,000    80,000        40,000       -                       40,000 乙Ｅ５５の１
56 30km以遠 自主的避難等対象区域 720,000 不知。 480,000      不知。 480,000      -              平成23年3月11日から平成24年8月31日 -                -              720,000    480,000      240,000      -                       240,000 乙Ｅ５５の１
57 30km以遠 自主的避難等対象区域 720,000 不知。 480,000      不知。 480,000      -              平成23年3月11日から平成24年8月31日 -                -              720,000    480,000      240,000      -                       240,000 乙Ｅ５５の１
58 30km以遠 自主的避難等対象区域 581,917 認める。 80,000       否認する。 80,000       -              平成23年3月11日から平成23年4月22日 -                -              581,917    80,000        501,917      -                       40,000
59 30km以遠 自主的避難等対象区域 3,506,495 認める。 80,000       否認する。 80,000       -              平成23年3月11日から平成23年4月22日 -                -              3,506,495  80,000        3,426,495   -                       40,000
60 30km以遠 自主的避難等対象区域 1,571,603 否認する。 40,000       否認する。 40,000       -              平成23年3月11日から平成23年12月31日 -                -              1,571,603  40,000        1,531,603   -                       40,000 乙Ｅ６０の１
61 30km以遠 自主的避難等対象区域 906,627 否認する。 40,000       否認する。 40,000       -              平成23年3月11日から平成23年12月31日 -                -              906,627    40,000        866,627      -                       40,000 乙Ｅ６０の１
62 30km以遠 自主的避難等対象区域 720,000 否認する。 280,000      否認する。 280,000      -              平成23年3月11日から平成24年8月31日 -                -              720,000    280,000      440,000      -                       240,000 乙Ｅ６０の１
63 30km以遠 自主的避難等対象区域 720,000 否認する。 280,000      否認する。 280,000      -              平成23年3月11日から平成24年8月31日 -                -              720,000    280,000      440,000      -                       240,000 乙Ｅ６０の１
64 30km以遠 自主的避難等対象区域 120,000 認める。 80,000       否認する。 80,000       -              平成23年3月11日から平成23年4月22日 -                -              120,000    80,000        40,000       -                       40,000

22 65 30km以遠 自主的避難等対象区域 720,000 認める。 480,000      否認する。 480,000      -              平成23年3月11日から平成24年8月31日 -                -              720,000    480,000      240,000      -                       240,000
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66
半径20km圏内
（避難区域）

避難指示解除準備区域 76,314,941 認める。 9,396,000   認める。 9,396,000   9,396,000   平成23年3月11日から平成30年3月31日 -                -              -             -               66,918,941          9,396,000

67
半径20km圏内
（避難区域）

避難指示解除準備区域 16,964,472 認める。 8,540,000   認める。 8,540,000   8,540,000   平成23年3月11日から平成30年3月31日 -                -              -             -               8,424,472           8,540,000

68
半径20km圏内
（避難区域）

避難指示解除準備区域 9,687,000 認める。 8,540,000   認める。 8,540,000   8,540,000   平成23年3月11日から平成30年3月31日 -                -              -             -               1,147,000           8,540,000

69
半径20km圏内
（避難区域）

避難指示解除準備区域 9,687,000 認める。 8,540,000   認める。 8,540,000   8,540,000   平成23年3月11日から平成30年3月31日 -                -              -             -               1,147,000           8,540,000

24 70
20km以上30km圏内

（屋内退避区域）
旧緊急時避難準備区域 3,222,712 認める。 2,200,000   認める。 2,200,000   2,200,000   平成23年3月11日から平成24年8月31日 -                -              -             -               1,022,712           2,200,000

25 71
半径20km圏内
（避難区域）

帰還困難区域 21,355,251 認める。 10,360,000  認める。 10,210,000  不明 平成23年3月11日から平成24年6月30日 -                -              150,000       不明 -             -               10,995,251          10,210,000

26 72
半径20km圏内
（避難区域）

避難指示解除準備区域 16,142,002 認める。 3,754,500   認める。 3,754,500   3,754,500   平成23年3月11日から平成24年6月30日 -                -              -             -               12,387,502          3,754,500

27 73 30km以遠 特定避難勧奨地点 10,335,325 認める。 2,800,000   認める。 2,800,000   2,800,000   平成23年3月11日から平成25年6月30日 -                -              -             -               7,535,325           2,800,000

74
20km以上30km圏内

（屋内退避区域）
旧緊急時避難準備区域 16,236,329 認める。 1,840,000   認める。 1,840,000   1,840,000   平成23年3月11日から平成24年8月31日 -                -              -             -               14,396,329          1,840,000

75
20km以上30km圏内

（屋内退避区域）
旧緊急時避難準備区域 4,939,420 認める。 1,840,000   認める。 1,840,000   1,840,000   平成23年3月11日から平成24年8月31日 -                -              -             -               3,099,420           1,840,000

76
20km以上30km圏内

（屋内退避区域）
旧緊急時避難準備区域 3,138,714 認める。 1,800,000   認める。 1,800,000   1,800,000   平成23年3月11日から平成24年8月31日 -                -              -             -               1,338,714           1,800,000

77
20km以上30km圏内

（屋内退避区域）
旧緊急時避難準備区域 2,536,801 認める。 1,800,000   認める。 1,800,000   1,800,000   平成23年3月11日から平成24年8月31日 -                -              -             -               736,801              1,800,000

78
20km以上30km圏内

（屋内退避区域）
旧緊急時避難準備区域 2,225,966 認める。 1,800,000   認める。 1,800,000   1,800,000   平成23年3月11日から平成24年8月31日 -                -              -             -               425,966              1,800,000

79
半径20km圏内
（避難区域）

帰還困難区域 9,285,589 否認する。 1,420,000   認める。 1,420,000   1,420,000   平成23年3月11日から平成24年4月30日 -                -              -             -               7,865,589           1,420,000

80
半径20km圏内
（避難区域）

帰還困難区域 2,720,000 否認する。 2,720,000   認める。 2,720,000   2,720,000   平成23年3月11日から平成25年5月31日 -                -              -             -               -                       2,720,000

81 30km以遠 自主的避難等対象区域 120,000 認める。 80,000       否認する。 80,000       -              平成23年3月11日から平成23年4月22日 -                -              120,000    80,000        40,000       -                       40,000
82 30km以遠 自主的避難等対象区域 720,000 認める。 480,000      否認する。 480,000      -              平成23年3月11日から平成24年8月31日 -                -              720,000    480,000      240,000      -                       240,000
83 30km以遠 自主的避難等対象区域 720,000 認める。 480,000      否認する。 480,000      -              平成23年3月11日から平成24年8月31日 -                -              720,000    480,000      240,000      -                       240,000
84 30km以遠 自主的避難等対象区域 120,000 認める。 80,000       否認する。 80,000       -              平成23年3月11日から平成23年4月22日 -                -              120,000    80,000        40,000       -                       40,000

85
半径20km圏内
（避難区域）

避難指示解除準備区域 26,508,298 不知。 9,130,000   認める。 9,130,000   9,130,000   平成23年3月11日から平成30年3月31日 -                -              -             -               17,378,298          9,130,000

86
半径20km圏内
（避難区域）

避難指示解除準備区域 51,100,312 認める。 14,262,780  認める。 9,130,000   9,130,000   平成23年3月11日から平成30年3月31日 -                -              5,132,780    -             -               36,837,532          9,130,000

87
半径20km圏内
（避難区域）

避難指示解除準備区域 10,277,000 認める。 9,130,000   認める。 9,130,000   9,130,000   平成23年3月11日から平成30年3月31日 -                -              -             -               1,147,000           9,130,000

88
半径20km圏内
（避難区域）

避難指示解除準備区域 10,277,000 認める。 9,130,000   認める。 9,130,000   9,130,000   平成23年3月11日から平成30年3月31日 -                -              -             -               1,147,000           9,130,000

89
半径20km圏内
（避難区域）

避難指示解除準備区域 10,277,000 認める。 9,130,000   認める。 9,130,000   9,130,000   平成23年3月11日から平成30年3月31日 -                -              -             -               1,147,000           9,130,000

90
半径20km圏内
（避難区域）

避難指示解除準備区域 25,245,900 認める。 13,812,780  認める。 8,680,000   8,680,000   平成23年3月11日から平成30年3月31日 -                -              5,132,780    -             -               11,433,120          8,680,000

91
半径20km圏内
（避難区域）

居住制限区域 13,891,736 否認する。 9,760,000   不知。 9,760,000   8,500,000   平成23年3月11日から平成30年3月31日 -                1,260,000   -             -               4,131,736           9,760,000 乙Ｅ９１の１ないし３

92
半径20km圏内
（避難区域）

居住制限区域 17,292,490 否認する。 8,520,000   認める。 8,520,000   8,520,000   平成23年3月11日から平成30年3月31日 -                -              -             -               8,772,490           8,520,000

93
半径20km圏内
（避難区域）

居住制限区域 1,050,000 認める。 1,050,000   不知。 1,050,000   1,050,000   準備書面(53)により慰謝料充当の意思表示 -                -              -             -               -                       1,050,000

94 30km以遠 自主的避難等対象区域 120,000 認める。 80,000       否認する。 80,000       -              平成23年3月11日から平成23年4月22日 -                -              120,000    80,000        40,000       -                       40,000
95 30km以遠 自主的避難等対象区域 120,000 認める。 80,000       否認する。 80,000       -              平成23年3月11日から平成23年4月22日 -                -              120,000    80,000        40,000       -                       40,000
96 30km以遠 自主的避難等対象区域 720,000 認める。 480,000      否認する。 480,000      -              平成23年3月11日から平成24年8月31日 -                -              720,000    480,000      240,000      -                       240,000

35 97
半径20km圏内
（避難区域）

居住制限区域 13,648,906 不知。 8,615,600   不知。 8,540,000   8,540,000   平成23年3月11日から平成30年3月31日 -                -              75,600        -             -               5,033,306           8,540,000 乙Ｅ９７の１，２

98
半径20km圏内
（避難区域）

避難指示解除準備区域の指定後，
避難指示が解除された区域

153,894,197 不知。 8,847,600   不知。 8,520,000   8,520,000   平成23年3月11日から平成30年3月31日 -                -              327,600       -             -               145,046,597        8,520,000 乙Ｅ９８の１

99
半径20km圏内
（避難区域）

避難指示解除準備区域の指定後，
避難指示が解除された区域

20,566,499 不知。 8,612,400   不知。 8,520,000   8,520,000   平成23年3月11日から平成30年3月31日 -                -              92,400        -             -               11,954,099          8,520,000 乙Ｅ９８の１

100
半径20km圏内
（避難区域）

避難指示解除準備区域の指定後，
避難指示が解除された区域

9,944,650 不知。 8,969,600   不知。 8,600,000   8,520,000   平成23年3月11日から平成30年3月31日 -                -              369,600       80,000      80,000        -               975,050              8,600,000 乙Ｅ９８の１
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101
半径20km圏内
（避難区域）

居住制限区域 40,587,974 認める。 6,140,000   認める。 6,140,000   6,140,000   平成23年3月11日から平成28年3月31日 -                -              -             -               34,447,974          6,140,000

102
半径20km圏内
（避難区域）

居住制限区域 16,514,892 認める。 6,120,000   認める。 6,120,000   6,120,000   平成23年3月11日から平成28年3月31日 -                -              -             -               10,394,892          6,120,000

103
半径20km圏内
（避難区域）

居住制限区域 7,475,596 認める。 6,600,000   認める。 6,600,000   6,120,000   平成23年3月11日から平成28年3月31日 -                -              480,000    480,000      -               875,596              6,600,000

104
半径20km圏内
（避難区域）

居住制限区域 7,687,563 認める。 6,600,000   認める。 6,600,000   6,120,000   平成23年3月11日から平成28年3月31日 -                -              480,000    480,000      -               1,087,563           6,600,000

105
半径20km圏内
（避難区域）

居住制限区域 7,795,832 認める。 6,860,400   認める。 6,600,000   6,120,000   平成23年3月11日から平成28年3月31日 -                -              260,400       480,000    480,000      -               935,432              6,600,000

106
半径20km圏内
（避難区域）

居住制限区域 7,267,540 認める。 6,120,000   認める。 6,120,000   6,120,000   平成23年3月11日から平成28年3月31日 -                -              480,000    480,000      -               1,147,540           6,120,000

107
半径20km圏内
（避難区域）

避難指示解除準備区域の指定後，
避難指示が解除された区域

18,286,373 認める。 8,540,000   不知。 8,540,000   8,540,000   平成23年3月11日から平成30年3月31日 -                -              -             -               9,746,373           8,540,000 乙Ｅ１０７の１，２

108
半径20km圏内
（避難区域）

避難指示解除準備区域の指定後，
避難指示が解除された区域

19,255,556 認める。 8,520,000   不知。 8,520,000   8,520,000   平成23年3月11日から平成30年3月31日 -                -              -             -               10,735,556          8,520,000 乙Ｅ１０７の１，２

109
半径20km圏内
（避難区域）

避難指示解除準備区域の指定後，
避難指示が解除された区域

10,309,800 認める。 8,520,000   不知。 8,520,000   8,520,000   平成23年3月11日から平成30年3月31日 -                -              480,000    480,000      -               1,789,800           8,520,000 乙Ｅ１０７の１，２

110
半径20km圏内
（避難区域）

避難指示解除準備区域の指定後，
避難指示が解除された区域

10,309,800 認める。 8,520,000   不知。 8,520,000   8,520,000   平成23年3月11日から平成30年3月31日 -                -              480,000    480,000      -               1,789,800           8,520,000 乙Ｅ１０７の１，２

111
半径20km圏内
（避難区域）

避難指示解除準備区域の指定後，
避難指示が解除された区域

10,288,650 認める。 8,520,000   不知。 8,520,000   8,520,000   平成23年3月11日から平成30年3月31日 -                -              480,000    480,000      -               1,768,650           8,520,000 乙Ｅ１０７の１，２

112 （出生前） 10,048,500 認める。 8,500,000   不知。 8,500,000   8,500,000   平成23年3月16日から平成30年3月31日 -                -              480,000    480,000      -               1,548,500           0 乙Ｅ１０７の１，２

39 113
半径20km圏内
（避難区域）

避難指示解除準備区域の指定後，
避難指示が解除された区域

17,086,638 不知。 8,520,000   不知。 8,520,000   8,520,000   平成23年3月11日から平成30年3月31日 -                -              -             -               8,566,638           8,520,000 乙Ｅ１１３の１，２  

114
20km以上30km圏内

（屋内退避区域）
旧緊急時避難準備区域 10,434,697 不知。 1,820,000   否認する。 1,820,000   1,820,000   平成23年3月11日から平成24年8月31日 -                -              -             -               8,614,697           1,820,000 乙Ｅ１１４の１，２  

115
20km以上30km圏内

（屋内退避区域）
旧緊急時避難準備区域 5,185,527 不知。 1,820,000   否認する。 1,820,000   1,820,000   平成23年3月11日から平成24年8月31日 -                -              -               -               3,365,527           1,820,000 乙Ｅ１１４の１，２  

116
20km以上30km圏内

（屋内退避区域）
旧緊急時避難準備区域 2,465,000 認める。 2,250,000   否認する。 2,250,000   1,820,000   平成23年3月11日から平成24年8月31日 350,000       -              80,000      80,000        -               215,000              2,250,000 乙Ｅ１１４の１，２  

117
20km以上30km圏内

（屋内退避区域）
旧緊急時避難準備区域 2,460,000 認める。 2,250,000   否認する。 2,250,000   1,820,000   平成23年3月11日から平成24年8月31日 350,000       -              80,000      80,000        -               210,000              2,250,000 乙Ｅ１１４の１，２  

118 （出生前） 750,000 認める。 550,000      否認する。 550,000      200,000     平成24年7月27日から平成24年8月31日 350,000       -              -             -               200,000              0 乙Ｅ１１４の１，２  

119
20km以上30km圏内

（屋内退避区域）
旧緊急時避難準備区域 1,915,929 認める。 -               認める。 -               -              -                -              -             -               1,915,929           0

120
20km以上30km圏内

（屋内退避区域）
旧緊急時避難準備区域 9,221,861 不知。 1,520,000   否認する。 1,520,000   1,520,000   平成23年3月11日から平成24年5月31日 -                -              -             -               7,701,861           1,520,000 乙Ｅ１１９の１ないし３   

121
20km以上30km圏内

（屋内退避区域）
旧緊急時避難準備区域 2,530,000 認める。 2,350,000   否認する。 2,350,000   1,520,000   平成23年3月11日から平成24年5月31日 350,000       -              480,000    480,000      -               180,000              2,350,000 乙Ｅ１１９の１ないし３

122
20km以上30km圏内

（屋内退避区域）
旧緊急時避難準備区域 2,530,000 認める。 2,350,000   否認する。 2,350,000   1,520,000   平成23年3月11日から平成24年5月31日 350,000       -              480,000    480,000      -               180,000              2,350,000 乙Ｅ１１９の１ないし３

123
20km以上30km圏内

（屋内退避区域）
旧緊急時避難準備区域 26,029,313 認める。 1,950,000   認める。 1,900,000   1,900,000   平成23年3月11日から平成24年8月31日 -                -              50,000        -             -               24,079,313          1,900,000

124
20km以上30km圏内

（屋内退避区域）
旧緊急時避難準備区域 4,463,547 認める。 2,365,200   認める。 2,340,000   2,340,000   平成23年3月11日から平成24年8月31日 -                -              25,200        -             -               2,098,347           2,340,000

125
20km以上30km圏内

（屋内退避区域）
.旧緊急時避難準備区域 1,344,429 認める。 1,296,000   認める。 1,170,000   1,170,000   平成23年3月11日から平成24年8月31日 -                -              126,000       -             -               48,429               1,170,000

126 30km以遠 自主的避難等対象区域 120,000 不知。 80,000       不知。 80,000       -              平成23年3月11日から平成23年4月22日 -                -              120,000    80,000        40,000       -                       40,000
127 30km以遠 自主的避難等対象区域 720,000 不知。 480,000      不知。 480,000      -              平成23年3月11日から平成24年8月31日 -                -              720,000    480,000      240,000      -                       240,000
128 30km以遠 自主的避難等対象区域 720,000 不知。 480,000      不知。 480,000      -              平成23年3月11日から平成24年8月31日 -                -              720,000    480,000      240,000      -                       240,000

129
半径20km圏内
（避難区域）

居住制限区域 46,179,996 認める。 8,520,000   不知。 8,520,000   8,520,000   平成23年3月11日から平成30年3月31日
-                -              -             -               

37,659,996          8,520,000

130
半径20km圏内
（避難区域）

居住制限区域 9,667,000 認める。 8,520,000   不知。 8,520,000   8,520,000   平成23年3月11日から平成30年3月31日
-                -              -             -               

1,147,000           8,520,000

131
半径20km圏内
（避難区域）

居住制限区域 9,747,000 認める。 8,600,000   不知。 8,600,000   8,520,000   平成23年3月11日から平成30年3月31日
-                -              

80,000      80,000        
-               

1,147,000           8,600,000

132
半径20km圏内
（避難区域）

居住制限区域 9,747,000 認める。 8,600,000   不知。 8,600,000   8,520,000   平成23年3月11日から平成30年3月31日
-                -              

80,000      80,000        
-               

1,147,000           8,600,000

133
半径20km圏内
（避難区域）

居住制限区域 9,747,000 認める。 8,600,000   不知。 8,600,000   8,520,000   平成23年3月11日から平成30年3月31日
-                -              

80,000      80,000        
-               

1,147,000           8,600,000

134 （出生前） 9,237,000 認める。 8,380,000   不知。 8,380,000   8,300,000   平成23年5月6日から平成30年3月31日 -                -              80,000      80,000        -               857,000              0

135
20km以上30km圏内

（屋内退避区域）
旧緊急時避難準備区域 3,651,894 認める。 1,800,000   認める。 1,800,000   1,800,000   平成23年3月11日から平成24年8月31日

-                -              -             -               
1,851,894           1,800,000

136
20km以上30km圏内

（屋内退避区域）
旧緊急時避難準備区域 6,416,431 不知。 2,178,000   不知。 1,800,000   1,800,000   平成23年3月11日から平成24年8月31日

-                -              
378,000       

-             -               
4,238,431           1,800,000  乙Ｅ１３５の１，２

137
20km以上30km圏内

（屋内退避区域）
旧緊急時避難準備区域 2,117,000 認める。 1,800,000   認める。 1,800,000   1,800,000   平成23年3月11日から平成24年8月31日

-                -              -             -               
317,000              1,800,000
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